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(57) Abstract: A gaseous -fuel leak detection device that can
detect a gaseous-fuel leak on the high-pressure side of a pres
sure-reducing valve in a gaseous -fuel supply passage that ex
tends from a gaseous-fuel tank to a gaseous-fuel injection
valve. Said gaseous -fuel leak detection device i s provided
with the following: a cumulative fuel-mj ection-amount com
putation means that computes a cumulative fuel injection
amount, i.e. the cumulative amount of gaseous fuel that has
been injected via the abovementioned gaseous-fuel injection
valve; a leak-threshold setting means that uses the aforemen
tioned cumulative fuel injection amount and the pressure of
the gaseous fuel on the high-pressure side of the abovemen
tioned pressure-reducing valve to set a leak threshold for de
termining the presence or absence of a gaseous -fuel leak; a
pressure-change computation means that computes the rate of
change of the pressure of the gaseous fuel on the high-pres
sure side of the pressure-reducing valve; and a fuel-leak de
termination means that determines there to be a gaseous -fuel
leak i f the aforementioned rate of change i s higher than the< abovementioned leak threshold.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

気体燃料 タ ンクか ら気体燃料 噴射弁 に至 る気体燃料供給経路 に介揷 され た減圧 弁 よ リ高圧側の気体燃
料漏れ を検 出す る気体燃料漏れ検 出装置 で あって、前記気体燃料 噴射 弁か ら噴射 され た気体燃料 の積算
量 で ある燃料噴射積算量 を算 出す る燃料 噴射積算量算 出手段 と、前記燃料 噴射積算量 及び前記減圧弁 よ
リ高圧側の気体燃料圧 力に基 づ いて前記 気体燃料漏れ の有無 を判 定す るための漏れ 閾値 を設定す る漏れ
閾値設 定手段 と、前記減圧 弁 よ リ高圧側 の気体燃料の圧 力変化量 を算 出す る圧 力変化量算 出手段 と、前
記圧 力変化量が前記漏れ 閾値 よ リ大 きい場合 に前記気体燃料漏れ と判 定す る燃料漏れ判定手段 とを備 え
る。



明 細 書

発明の名称 ：気体燃料漏れ検出装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、気体燃料漏れ検出装置に関する。

本願は、 2 0 1 1年 1 2 月 2 2 日に出願された日本国特願 2 0 - 8

1 3 6 7 号に基づき優先権を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] 従来から、車両の燃費性能及び環境保護性能を向上させる技術として、ガ

ソリン等の液体燃料と圧縮天然ガス （C N G ) 等の気体燃料とを選択的に切

替えて単一エンジンに供給するバイフユ一エルシステムが知られている。こ

のバイフユ一エルシステムでは、気体燃料を使用する場合に、ガスタンクに

充填された高圧の気体燃料をレギユレ一タによつて所望の圧力まで減圧 した

後、気体燃料専用の気体燃料噴射弁に供給することが一般的である。

[0003] 下記特許文献 1 には、ガスタンクからレギユレ一夕に至る燃料供給経路か

らの気体燃料漏れを検出する技術として、車両の走行時に圧力センサの検出

する気体燃料の単位時間当りの現在圧力変化量と予め設定した単位時間当り

の基本圧力変化量との比が設定値以上である場合に気体燃料の漏れと判断す

る技術が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：曰本国特開平 9 _ 2 4 2 6 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 上記従来技術では、気体燃料漏れの判断に変化要因 （例えば気体燃料噴射

弁からの気体燃料噴射による圧力変化要因）を含めて単位時間当たりの漏れ

判定の閾値を設定しているため、変化要因分を考慮 した閾値設定ができず、

漏れ検出精度が悪い。



[0006] 本発 明 に係 る態様 は、 上述 した事情 に鑑 み てな され た ものであ り、 気体燃

料 の漏 れ検 出精度 を向上可能 な気体燃 料漏 れ検 出装 置 を提供 す る ことを 目的

とす る。

課題 を解決するための手段

[0007] 本発 明 は、 上記 目的 を達成 す るため に、 以 下 の態様 を採 用 した。

( 1 ) 本発 明 に係 る一態様 の気体燃 料漏 れ検 出装 置 は、 気体燃 料 タ ンクか ら

気体燃 料噴射弁 に至 る気体燃 料供給 経路 に介挿 され た減 圧弁 よ り高圧側 の気

体燃 料漏 れ を検 出す る気体燃 料漏 れ検 出装 置 であ って、前 記 気体燃 料噴射弁

か ら噴射 され た気体燃 料 の積 算量 であ る燃 料噴射積 算量 を算 出す る燃 料噴射

積 算量算 出手段 と、前 記燃 料噴射積 算量 及び前 記減 圧弁 よ り高圧側 の気体燃

料圧 力 に基 づ いて前 記 気体燃 料漏 れ の有 無 を判 定 す るため の漏 れ閾値 を設 定

す る漏 れ閾値 設 定手段 と、前 記減 圧弁 よ り高圧側 の気体燃 料 の圧 力変化量 を

算 出す る圧 力変化量算 出手段 と、前 記圧 力変化量 が前 記漏 れ閾値 よ り大 きい

場合 に前 記 気体燃 料漏 れ と判 定 す る燃 料漏 れ判 定手段 とを備 え る。

[0008] ( 2 ) 上記 （1 ) の態様 において、前 記燃 料噴射積 算量算 出手段 は、前 記 気

体燃 料噴射弁 による気体燃 料噴射 時 間 と、前 記減 圧弁 よ り低 圧側 の気体燃 料

の圧 力及び温度 に基 づ いて前 記燃 料噴射積 算量 を算 出 して もよい。

[0009] ( 3 ) 上記 （1 ) また は （2 ) の態様 において、前 記漏 れ閾値 設 定手段 は、

前 記減 圧弁 よ り高圧側 に介挿 され た遮 断弁 の開弁 時 には、前 記燃 料噴射積 算

量 及び前 記減 圧弁 よ り高圧側 の気体燃 料圧 力 に基 づ いて前 記漏 れ閾値 を設 定

す る一方、前 記遮 断弁 の閉弁 時 には、 予め定め られ た遮 断弁 閉弁 時閾値 を前

記漏 れ閾値 と して設 定 して もよい。

発明の効果

[001 0] 本発 明 に係 る態様 によれ ば、 気体燃 料噴射弁 か ら嘖射 され た気体燃 料 の積

算量 であ る燃 料噴射積 算量、 つ ま り気体燃 料噴射弁 か らの気体燃 料噴射 によ

る圧 力変化要 因 を考 慮 して気体燃 料漏 れ の有 無 を判 定 す るため の漏 れ閾値 を

設 定 す るので、 気体燃 料 の漏 れ検 出精度 を向上 させ る ことが可能 とな る。

図面の簡単な説明



[001 1] [ 図 1]本発明に係 る一実施形態の燃料噴射システムの概略構成図である。

[ 図2] 2 n d — E C U 4 がエ ンジ ン運転時に実施する気体燃料漏れ検 出処理 を

表すフローチヤ一 卜である。

[ 図3] 高圧側燃圧 と燃料噴射積算量 に応 じて設定される漏れ閾値 を示す図であ

る。

発明を実施するための形態

[001 2] 以下、本発明に係 る一実施形態 について、図面 を参照 しなが ら説明する。

図 1 は、本実施形態 に係 る燃料噴射システム A の概略構成図である。 この

燃料噴射 シ ステ ム A は、液体燃料 （例 えばガ ソ リン） と気体燃料 （例 えば圧

縮天然 ガス） とを選択的に切替えて単一エ ンジン （図示省略）に供給するバ

ィフユ一エル シ ステ ム であ り、液体燃料供給系 1 と、気体燃料供給系 2 と、

s t - E C U ( E lect ron i c Cont r o l Un i t ) 3 と、 2 n d — E C U 4 と、燃

料切替スィ ツチ 5 とか ら構成 されている。

[001 3] 液体燃料供給系 1 は、液体燃料 タンク 1 1 と、液体燃料供給パイプ 1 2 と

、液体燃料噴射弁 1 3 とか ら構成 されている。液体燃料 タンク 1 1 は、液体

燃料 と して例 えばガソ リンを貯蔵する耐腐食性容器であ り、液体燃料 を吸い

上 げて液体燃料供給パイプ 1 2 へ送出するポ ンプ及び レギユ レ一タ （図示省

略）な どを内蔵 している。

[0014] 液体燃料供給パイプ 1 2 は、液体燃料 タ ン ク 1 1 か ら液体燃料噴射弁 1 3

へ液体燃料 を配送するための配管である。液体燃料噴射弁 1 3 は、例 えばェ

ンジンの吸気ポー トに向けて嘖射 口が露出するように吸気管 に装着 された電

磁弁 （例 えばソ レノイ ドバル ブ等）であ り、 2 n d — E C U 4 か ら入力され

る液体燃料噴射弁駆動信号 に応 じて所定量の液体燃料 を噴射する。

[001 5] 気体燃料供給系 2 は、気体燃料 タンク 2 1 と、高圧 ガス供給パイプ 2 2 と

、第 1 遮断弁 2 3 と、第 2 遮断弁 2 4 と、 レギユ レ一タ 2 5 と、低圧 ガス供

給パイプ 2 6 と、気体燃料噴射弁 2 7 と、高圧側燃圧セ ンサ 2 8 と、低圧側

燃圧セ ンサ 2 9 と、低圧側燃温セ ンサ 3 0 とか ら構成 されている。

[001 6] 気体燃料 タンク 2 1 は、気体燃料 と して例 えば圧縮天然 ガス （C N G ) が



充填 された高耐圧容器 であ る。 高圧 ガス供給パ イ プ 2 2 は、 気体燃料 タ ンク

か らレギ ユ レ一 タ 2 5 へ 高圧 の気体燃料 を配送 す るための高耐圧配管 で

あ る。 第 1 遮断弁 2 3 は、 高圧 ガス供給パ イ プ 2 2 の途 中 （気体燃料 タ ンク

2 1 に近 い位置） に介揷 された電磁 弁 であ り、 2 n d _ E C U 4 か ら入力 さ

れ る第 1 遮断弁駆動信号 に応 じて開弁或 いは閉弁 す る。

[001 7] 第 2 遮 断弁 2 4 は、 高圧 ガス供給パ イ プ 2 2 の途 中 （レギ ユ レ一 タ 2 5 に

近 い位置） に介揷 された電磁 弁 であ り、 2 n d _ E C U 4 か ら入力 され る第

2 遮断弁駆動信号 に応 じて開弁或 いは閉弁 す る。 なお、 この第 2 遮断弁 2 4

は、 レギ ユ レ一 タ 2 5 と一体 的 に組み込 まれている場合 もあ る。 レギ ユ レ一

タ 2 5 は、 第 2 遮断弁 2 4 の下流側 に配置 された減圧弁 であ り、 第 1 遮断弁

2 3 及び第 2 遮断弁 2 4 の開弁時 に気体燃料 タ ンク 2 1 か ら供給 され る高圧

の気体燃料 を、所望 の圧力 まで減圧 して低圧 ガス供給パ イ プ 2 6 へ送 出す る

[001 8] 低 圧 ガス供給パ イ プ 2 6 は、 レギ ュ レ一 タ 2 5 か ら気体燃料噴射弁 2 7 へ

低圧 の気体燃料 を配送 す るための低耐圧配管 であ る。 気体燃料噴射弁 2 7 は

、例 えばエ ンジ ンの吸気ポー 卜に向 けて嘖射 口が露 出す るよ うに吸気管 に装

着 された電磁 弁 であ り、 2 n d — E C U 4 か ら入力 され る気体燃料噴射弁駆

動信号 に応 じて所定量 の気体燃料 を噴射 す る。 この よ うに、 高圧 ガス供給パ

イ ブ 2 2 及び低圧 ガス供給パ イ プ 2 6 は、 気体燃料 タ ンク 2 か ら気体燃料

噴射弁 2 7 に至 る気体燃料供給経路 に相 当す る。

[001 9] 高圧側燃圧 セ ンサ 2 8 は、 レギ ユ レ一 タ 2 5 よ り高圧側 （上流側 ）、 つ ま

り高圧 ガス供給パ イ プ 2 2 の 内部圧力 （高圧側燃圧） を検 出 し、 その検 出結

果 を示 す高圧側燃圧信号 を 2 n d _ E C U 4 へ 出力す る。低圧側燃圧 セ ンサ

2 9 は、 レギ ユ レ一 タ 2 5 よる低圧側 （下流側 ）、 つ ま り低圧 ガス供給パ イ

プ 2 6 の 内部圧力 （低圧側燃圧） を検 出 し、 その検 出結果 を示 す低圧側燃圧

信号 を 2 n d _ E C U 4 へ 出力す る。低圧側燃温 セ ンサ 3 0 は、低圧 ガス供

給パ イ プ 2 6 の 内部温度 （低圧側燃温） を検 出 し、 その検 出結果 を示 す低圧

側燃温信号 を 2 n d _ E C U 4 へ 出力す る。



[0020] s t — E C U 3 は、エンジン状態を検出する各種センサ （図示省略）か

ら入力される各種センサ信号に基づいて液体燃料噴射量を算出 し、その算出

結果に応 じたパ ル ス幅を有するパ ル ス信号 （液体燃料噴射弁駆動信号）を、

液体燃料噴射タイミングに合わせて 2 n d _ E C U 4 へ出力する。なお、 1

s t — E C U 3 に入力される各種センサ信号には、少な くとも、 クランク軸

が一定角度回転する時間を 1 周期 とするクランクパルス信号、 ピス トンが上

死点 （T D C ) に到達する時間を 1 周期 とする T D C パ ル ス信号、吸気温度

を示す吸気温信号、吸気圧力を示す吸気圧信号、冷却水温を示す冷却水温信

号などが含 まれている。

[0021 ] 1 s t _ E C U 3 は、 クランクパルス信号か らエンジン回転数 を算出 し、

エ ンジ ン回転数及び吸気温度 （冷却水温でも良い）を基に液体燃料噴射量を

算出 し、 さらに液体燃料噴射量か ら液体燃料嘖射タイミング （液体燃料を嘖

射すべ きクラ ンク軸角度）を算出する。なお、 これ ら液体燃料噴射量及び液

体燃料噴射タイミングの算出手法は従来 と同様であるので、詳細な説明は省

略する。

[0022] 2 n d _ E C U 4 は、高圧側燃圧センサ 2 8 か ら入力される高圧側燃圧信

号 と、低圧側燃圧センサ 2 9 か ら入力される低圧側燃圧信号 と、低圧側燃温

センサ 3 0 か ら入力される低圧側燃温信号 と、 1 s t _ E C U 3 か ら入力さ

れる液体燃料噴射弁駆動信号 と、燃料切替ス ィ ツチ 5 か ら入力される燃料切

替信号 とに基づいて、液体燃料噴射弁 1 3 、気体燃料噴射弁 2 7 、第 1 遮断

弁 2 3 及び第 2 遮断弁 2 4 を制御する。

[0023] 具体的には、 2 n d — E C U 4 は、燃料切替スィッチ 5 か ら入力される燃

料切替信号を基にユーザによる液体燃料への切替操作を検知 した場合、液体

燃料噴射モー ドとな り、 1 s t — E C U 3 か ら入力される液体燃料噴射弁駆

動信号をそのまま液体燃料噴射弁 1 3 へ出力する。

[0024] また、 2 n d — E C U 4 は、燃料切替スィッチ 5 か ら入力される燃料切替

信号を基にユーザによる気体燃料への切替操作を検知 した場合、気体燃料嘖

射モー ドとな り、第 1 遮断弁 2 3 及び第 2 遮断弁 2 4 を開弁させて気体燃料



タンク2 1 から気体燃料噴射弁 2 7 への気体燃料の供給を開始すると共に、

1 s t - E C U 3 から入力される液体燃料噴射弁駆動信号のパルス幅を低圧

側燃圧及び低圧側燃温に基づいて補正することにより、気体燃料に適 したパ

ルス幅を有するパルス信号 （気体燃料噴射弁駆動信号）を生成 して気体燃料

噴射弁 2 7 へ出力する。

[0025] さらに、この 2 n d _ E C U 4 は、 レギユレ一タ2 5 より高圧側の気体燃

料漏れを検出する気体燃料漏れ検出装置としての役割を担っている。具体的

には、 2 n d _ E C U 4 は、気体燃料漏れを検出するための機能として、燃

料噴射積算量算出部 4 a (燃料噴射積算量算出手段）、漏れ閾値設定部 4 b

(漏れ閾値設定手段）、圧力変化量算出部 4 c (圧力変化量算出手段）及び

燃料漏れ判定部 4 d (燃料漏れ判定手段）を備えている。

[0026] 燃料噴射積算量算出部 4 a は、気体燃料噴射弁 2 7 から噴射された気体燃

料の積算量である燃料噴射積算量を算出する。漏れ閾値設定部 4 b は、燃料

噴射積算量及びレギュレータ2 5 より高圧側の気体燃料圧力 （高圧側燃圧）

に基づいて気体燃料漏れの有無を判定するための漏れ閾値を設定する。圧力

変化量算出部 4 c は、 レギユレ一タ2 5 より高圧側の気体燃料の圧力変化量

を算出する。燃料漏れ判定部 4 d は、圧力変化量が漏れ閾値より大きい場合

に気体燃料漏れと判定する。なお、これら気体燃料漏れを検出するための機

能は、 2 n d —E C U 4 に内蔵されたマイクロプロセッサが所定のプロダラ

厶を実行することで実現されるソフ トゥエア的な機能である。

[0027] 燃料切替スィッチ 5 は、ユーザの手動操作によって燃料の切替えを可能と

するスィッチであり、そのスィッチの状態、つまりユーザによってエンジン

で使用する燃料が液体燃料に切替えられたのか、或いは気体燃料に切替えら

れたのかを示す燃料切替信号を2 n d _ E C U 4 に出力する。

[0028] 以下では、上記のように構成された燃料噴射システムA の動作、特に本実

施形態の特徴である2 n d _ E C U 4 による気体燃料漏れ検出動作について

詳細に説明する。

図 2 は、 2 n d —E C U 4 がエ ンジン運転時に実施する気体燃料漏れ検出



処理 を表すフローチヤ一 卜である。なお、 2 n d _ E C U 4 は、エンジン運

転中において図 2 に示す気体燃料漏れ検出処理 を一定周期で繰 り返 し実施す

るものである。

[0029] この図 2 に示すように、 2 n d _ E C U 4 は、気体燃料漏れ検出処理 を開

始すると、 まず、現在の燃料噴射モー ドが気体燃料噴射モー ドか否かを判定

し （ステ ップS 1 ) 、 「Y e s 」の場合にはステ ップS 2 の処理へ移行する

—方、 「N o 」の場合にはステ ップS 4 の処理 に移行する。

[0030] 上記ステ ップS 1 にて 「Y e s 」の場合、つまり第 1 遮断弁 2 3 及び第 2

遮断弁 2 4 が開弁 している気体燃料噴射モ一 ドである場合、 2 n d _ E C U

4 (燃料噴射積算量算出部 4 a ) は、気体燃料噴射弁 2 7 か ら嘖射された気

体燃料の積算量である燃料噴射積算量を算出する （ステ ップS 2 ) 。具体的

には、 2 n d _ E C U 4 は、低圧側燃圧センサ 2 9 か ら入力される低圧側燃

圧信号 と、低圧側燃温センサ 3 0 か ら入力される低圧側燃温信号 とを基に低

圧側燃圧及び低圧側燃温の今回値 （現在値）を把握 し、 これ ら低圧側燃圧及

び低圧側燃温の今回値 と、気体燃料噴射弁 2 7 による気体燃料噴射時間に基

づいて燃料噴射積算量を算出する。

[0031 ] 続 いて、 2 n d _ E C U 4 (漏れ閾値設定部 4 b ) は、高圧側燃圧センサ

2 8 か ら入力される高圧側燃圧信号を基に高圧側燃圧の今回値 を把握 し、 こ

の高圧側燃圧の今回値 と上記ステ ツプS にて算出 した燃料噴射積算量に基

づいて気体燃料漏れの有無を判定するための漏れ閾値 を設定する （ステ ツプ

S 3 ) 。具体的には、 2 n d _ E C U 4 には、予め実験等により求め られた

、高圧側燃圧 と燃料噴射積算量 と漏れ閾値 との対応関係 を示す 3 次元マ ツプ

デ一タが設定されてお り、 2 n d _ E C U 4 は、高圧側燃圧の今回値 と今回

算出 した燃料噴射積算量に対応する漏れ閾値 を上記の 3 次元マ ップデータか

ら取得する。

[0032] 図 3 は、高圧側燃圧 と燃料噴射積算量に応 じて設定される漏れ閾値 を示す

図である。図 3 に示すように、第 1 遮断弁 2 3 及び第 2 遮断弁 2 4 の開弁時

(気体燃料噴射モー ド時）には、燃料噴射積算量が時間の経過に伴 って増加



するので、この燃料噴射積算量、つまり気体燃料噴射弁 2 7 からの気体燃料

噴射による圧力変化要因を考慮 して気体燃料漏れの有無を判定するための漏

れ閾値を設定することにより、気体燃料の漏れ検出精度を向上させることが

できる。なお、本実施形態により設定 した漏れ閾値は、従来の漏れ閾値より

燃料噴射積算量分だけ大きくなる。

[0033] —方、上記ステップS 1 にて 「N o 」の場合、つまり第 1遮断弁 2 3 及び

第 2 遮断弁 2 4 が閉弁 している液体燃料噴射モ一 ドである場合、 2 n d _ E

C U 4 (漏れ閾値設定部 4 b ) は、予め定められた遮断弁閉弁時閾値を漏れ

閾値として設定する （ステップS 4 ) 。このように、第 1遮断弁 2 3 及び第

2 遮断弁 2 4 の閉弁時 （液体燃料噴射モー ド時）には、気体燃料噴射弁 2 7

からの気体燃料噴射が実施されないので、気体燃料噴射による圧力変化要因

を考慮 して漏れ閾値を設定する必要はなく、漏れ閾値は燃料噴射積算量に拘

らず固定値 （遮断弁閉弁時閾値）で良い。

[0034] 続いて、 2 n d _ E C U 4 (圧力変化量算出部 4 c ) は、上記ステップS

3 或いはステップS 4 の終了後、 レギユレ一タ2 5 より高圧側の気体燃料の

圧力変化量を算出する （ステップS 5 ) 。具体的には、 2 n d _ E C U 4 は

、高圧側燃圧の今回値 （今回の気体燃料漏れ検出処理の実行時に把握 した高

圧側燃圧）と前回値 （前回の気体燃料漏れ検出処理の実行時に把握 した高圧

側燃圧）との差分を圧力変化量として算出する。

[0035] そ して、 2 n d _ E C U 4 (燃料漏れ判定部 4 d ) は、上記ステップS 5

にて算出した圧力変化量が、上記ステツプS 3 或いはS 4 にて設定 した漏れ

閾値より大きいか否かを判定 し （ステップS 6 ) 、 「N o 」の場合にはその

まま今回の気体燃料漏れ検出処理を終了する一方、 「丫e s 」の場合にはレ

ギユレ一タ2 5 より高圧側に気体燃料漏れが発生 したと判定 して今回の気体

燃料漏れ検出処理を終了する （ステップS 7 ) 。

[0036] 以上のように、本実施形態によれば、気体燃料噴射弁 2 7 から嘖射された

気体燃料の積算量である燃料噴射積算量、つまり気体燃料噴射弁 2 7 からの

気体燃料噴射による圧力変化要因を考慮 して気体燃料漏れの有無を判定する



ための漏れ閾値を設定するので、気体燃料の漏れ検出精度を向上させること

が可能となる。

[0037] なお、本発明は上記実施形態のみに限定されず、以下のような変形例が挙

げられる。

( 1 ) 上記実施形態では、高圧側燃圧と燃料噴射積算量と漏れ閾値との対応

関係を示す 3 次元マップデータを用いて、第 1遮断弁 2 3 及び第 2 遮断弁 2

の開弁時の漏れ閾値を設定する場合を例示 したが、例えば高圧側燃圧と燃

料噴射積算量を変数とする演算式を用いて漏れ閾値を算出するようにしても

良い。

[0038] ( 2 ) 上記実施形態では、燃料噴射システムA としてバイフユ一エルシステ

厶を例示 して説明 したが、気体燃料のみを単一エンジンに供給するモノフユ

—エルシステムにおける気体燃料漏れの検出にも本発明を適用することがで

きる。

符号の説明
[0039] A 燃料噴射システム、 1 液体燃料供給系、 2 気体燃料供給系、 3

1 s t _ E C U、 4 〜 2 n d _ E C U (気体燃料漏れ検出装置）、 5 燃料

切替スィッチ、 2 1 気体燃料タンク、 2 3 第 1遮断弁、 2 4 第 2 遮断

弁、 2 5 レギユレ一タ （減圧弁）、 2 7 気体燃料噴射弁、 4 a 燃料嘖

射積算量算出部 （燃料噴射積算量算出手段）、 4 b 漏れ閾値設定部 （漏れ

閾値設定手段）、 4 c 圧力変化量算出部 （圧力変化量算出手段）、 4 d 〜

燃料漏れ判定部 （燃料漏れ判定手段）



請求の範囲

気体燃料 タンクか ら気体燃料噴射弁 に至 る気体燃料供給経路 に介揷

された減圧弁 よ り高圧側の気体燃料漏れを検 出する気体燃料漏れ検 出

装置であ って、

前記気体燃料噴射弁か ら噴射 された気体燃料の積算量である燃料嘖

射積算量 を算出する燃料噴射積算量算出手段 と、

前記燃料噴射積算量及び前記減圧弁 よ り高圧側の気体燃料圧力に基

づぃて前記気体燃料漏れの有無 を判定するための漏れ閾値 を設定する

漏れ閾値設定手段 と、

前記減圧弁 よ り高圧側の気体燃料の圧力変化量 を算出する圧力変化

量算出手段 と、

前記圧力変化量が前記漏れ閾値 よ り大 きい場合 に前記気体燃料漏れ

と判定する燃料漏れ判定手段 と、

を備 えることを特徴 とする気体燃料漏れ検 出装置。

前記燃料噴射積算量算出手段 は、前記気体燃料噴射弁 による気体燃

料噴射時間 と、前記減圧弁 よ り低圧側の気体燃料の圧力及び温度 に基

づいて前記燃料噴射積算量 を算出することを特徴 とする請求項 1 に記

載の気体燃料漏れ検 出装置。

前記漏れ閾値設定手段 は、前記減圧弁 よ り高圧側 に介揷 された遮断

弁の開弁時には、前記燃料噴射積算量及び前記減圧弁 よ り高圧側の気

体燃料圧力に基づいて前記漏れ閾値 を設定する一方、前記遮断弁の閉

弁時には、予め定め られた遮断弁閉弁時閾値 を前記漏れ閾値 と して設

定することを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の気体燃料漏れ検 出

装置。
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